
今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会開催要綱  

1 趣旨   

人口減少社会が到来する中で、男女ともに労働者が仕事と家庭を両立し、安  

心して働き続けることができる環境を整備することは、ますます重要な政策課  

題となっている。   

このため、育児・介護休業等の普及、定着を図っているところであるが、平  

成1＿6年の育児介護休業法の改正においては、改正法の附則で、「この法律の  

施行後適当な時期において、」「施行状況を勘案し、期間を定めて雇用される者  

に係る育児休業等の制度等について総合的に検討を加え、その結果に基づいて  

必要な措置を講ずるものとする。」とされたところである。   

また、「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会議の中間報告におい  

ては、ワーク・ライフ・バランスの実現の観点から、働き方の改革のための支  

援施策の検討が求められ、さらに、「新しい少子化対策について」（平成18  

年少子化社会対策会議決定）、「規制改革推進のための3か年計画」（平成19  

年6月閣議決定）等においても、仕事と家庭の両立支援制度の見直しの検討が  

求ぜ）られたところである。   

以上を踏まえ、仕事と家庭の両立支援をめぐる現状を把握しつつ、仕事と家  

庭の両立を容易にするための更なる方策等について、検討を行うこととする。  

2 検討事項   

（1） 仕事と家庭の両立支援に係る現状及び課題   

（2） 仕事と家庭の両立支援に係る諸外国の状況   

（3） 仕事と家庭の両立支援のための具体的方策   

（4） その他  

3 運営   

（1）   仕事と家庭の両立支援に関する研究会は、雇用均等・児童家庭局長  

が有識者の参集を求めて開催する。   

研究会には、必要に応じて関係者の出席を求めることができる。   

研究会の座長は、参集者の中から互選により選出し、座長代理は、  

必要に応じて座長が指名する。  

（4） 研究会の庶務は、雇用均等・児童家庭局職業家庭両立課で処理する   
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研究会の公開の取扱いについて（案）   

研究会、 議事要旨及び資料を公開とする。   

ただし、特段の事情がある場合には、座長の判断により、会議を非公開とす  

ることができることとする。  

【「特段の事情がある場合」とされる具体例】   

※「審議会等会合の公開に関する考え方」（厚生労働省通知）より抜粋  

任）個人に関する情報を保護する必要がある。  

② 特定の個人等にかかわる専門的事項を審議するため、公開すると外部か   

らの圧力や干渉等の影響を受けること等により、率直な意見の交換又は意   

思決定の中立性が不当に損なわれるとともに、委員の適切な選考が困難と   

なるおそれがある。  

③ 公開することにより、市場に影響を及ぼすなど、国民の誤解や憶測を招   

き、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある。  

④ 公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利益を及ぼす   

おそれがある。   



仕事と家庭の両立支援制度に関する各種決定等  

○ 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律   

等の一部を改正する法律案に対する附帯決議  

（平成16年 衆議院厚生労働委員会／参議院厚生労働委員会）   

育児休業・介護休業制度の有期契約労働者への適用については、（中略）  

その在り方について検討を行うこと。   

看護休暇が子の看護のための休暇である趣旨から、取得に当たっては、  

（中略）子の人数に配慮した制度とすることについて検討を行うこと。   

男性の育児休業取得をより一層推進するため、（中略）有効な方策の検討  

を進めること。  

○ 新しい少子化対策について（平成18年6月 少子化社会対策会議決定）  

2 新たな少子化対策の推進  

（1）子育て支援策  

Ⅱ 未就学期（小学校入学前まで）  

⑥育児休業や短時間勤務の充実・普及   

【資料】   

2 新たな少子化対策の推進   

（1） 子育て支援策   

Ⅱ 未就学期（小学校入学前まで）   

⑥ 育児休業や短時間勤務の充実1普及  

仕事の進め方の再構築や代替要員の活用など、特に中小企業における   

子育て支援の充実を図る。積極的取組を行っている企業に対する社会的  

な評価の促進を図る。これらの施策により、育児休業の取得を促進し、   

特に男性の育児休業制度の利用促進を図る。子育て期の短時間勤務制度  

の強化や在宅勤務の推進など、育児介護休業法の改正を検討する。あわ   

せて、育児休業中の経済的支援のあり方を検討する。  

ー1－   



○ 規制改革・民間開放の推進に関する第3次答申  

（平成18年12月 規制改革・民間開放推進会議）  

Ⅲ 各分野における具体的な規制改革   

2 福祉・保育分野   

（1） 保育分野   

④ （，前略）このような民間企業等の独自の取組状況を踏まえ、一層の育  

児休業の取得、短時間勤務等の活用が促進されるよう、民間企業や育児  

休業や短時間勤務等の取得者をサポートする仕組みについて、育児・介  

護休業法等の改正も含め、早期に検討すべきである。  

【平成19年度検討、結論、逐次実施（法改正については逐次検討）】  

○ 規制改革推進のための3か年計画 （平成19年6月 閣議決定）  

Ⅱ 重点計画事項   

6 福祉・保育・介護   

（2） 両立支援   

（D 育児休業等の取得の円滑化  

労働者が育児休業を終了し、一度業務に復帰した後に、育児・介護  

休業法に定める最低基準として、再度育児休業の申出が可能となる場  

合については、現在、配偶者が傷病などにより育児ができないなど、  

配偶者の事情に係る極めて限定的な「特別な事情」の場合のみに制限  

されている。また、育児・介護休業法第23条においても、1歳未満  

の子を養育する労働者に対して「育児休業に準ずる措置」が規定され  

ていない。  

一方で、1歳未満の子を養育する労働者が、長期にわたる子どもの  

疾病が発覚した場合や現在受けている保育サービスが受けられなくな  

った場合など、養育する子どもや養育環境の事情等により、やむを得  

ず再度育児休業を取得する必要性が生じることも十分あり得る。また、  

そのような場合などにおいて、法を上回る企業の独自の措置で再度の  

育児休業を取得したとしても、社会保険料の免除を受けられないとい  

う実態もある。  

このようなことを踏まえ、再度育児休業の申出が可能として厚生労  

働省令で規定している「特別の事情」の範囲等の見直しを検討すべき  

である。【平成19年度検討開始、速やかに結論】  

－2－   



O 「子供と家族を応援する日本」重点戦略検討会護各分科会における「議論   

の整理」及びこれを踏まえた「重点戦略策定に向けての基本的考え方」につ   

いて中間報告  

（平成19年6月 「子どもと家族を応援する日本」重点戦略検討会譲）  

各分科会の議論の整理  

Ⅱ 働き方の改革分科会の議論の整理   

3 「働き方の改革」としての支援施策  

（2）「働き方の改革」に向けた取組の支援  

ワーク・ライフ・コンフリクトを解消していくためには、労使の自  

主的な取組が基本であり、政府の役割は、こうした取組を促進・支援し、  

制度的な枠組みの構築や基盤整備等を通じて、ワーク・ライフ㌧バラン  

スの実現に向けた社会全体の取組を図っていくことである。このような  

観点から、支援施策の方向性として以下のようなものが考えられる。  

② 短時間勤務制度の普及促進やテレワークの推進等柔軟な働き方の選   

択肢の拡大に向けた環境整備を図ることにより、労働者が育児等と両   

立させながら、継続して働きやすい環境を整えるとともに、子育て後   

の女性の再就職支援の推進等を図るなど、労働者のライフステージに   

応じた柔軟な働き方の普及促進・環境整備を行うこと  

－3－   



今後の仕事と家庭の両立支援に関する研究会の検討課題  

1 育児・介護期の柔軟な働き方の充実  

（1）勤務時間短縮等の措置  

（2）深夜業の免除、時間外労働の制限  

（3）子の看護休暇  

2 育児・介護休業のあり方  

（1）期間雇用者の休業のあり方  

（2）再度の休業取得要件の見直し  

3 男性の仕事と家庭の両立の促進  

4 実効性の確保  

5 その他   



仕事と家庭の両立支援に関する現状   



女性の就業状況  

出産・育児を機に労働市場から退出する女  
性が多い  

第1子出産を機に約7割が離職している  

出産1年前  無職25．6  有職73．5  

出産1年前に有職だった者の  

出産6ケ月後の状況  
無職67．4   

有職32 2  

※ 調査対象：平成13年1月10日～17日、7月10日～17日   

の問に出生した子の母親  
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総務省「労働力調査」（平成18年）   

総務省「労働力調査詳細結果」（平成18年）  

厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」（平成13年）  

※   就業者＋仕事がなく、探している者  就業者＋仕事がなく、探している者十探していないが、就業を希望している者  
潜在的な  

労働力率  
労働力率＝  

15歳以上人口  15歳以上人口   



正社員からパート・アル／くイトヘ再就職する機会費用は大  
きい（パートーアル′くイトとして子どもが6歳の時に再就  パート・アル′〈イトの継続率は低い  
職した場合、2億2  700万円の逸矢岳）  

第一子出産1年前に有職だった母親の出産半年後も継続して  

就業している割合（就業状況別）  
出産・子育てによる就業中断に伴う就業所得逸失額  

0
 
 

8
 
 
8
 
 

闇
 
 

常勤  パート・アルバイト  自営卦その他  

1－－－－・  

22；324252石27282き〕川：〕2則435：那73日獅〔り＝2438dd546dT刷川≡・1525ヨ54555∬丁5859懐  

※ 調査対象‥平成13年1月10日～17日、7月10日～17日の間に  

出生した子の母親  

厚生労働省「第1回21世紀出生児縦断調査」（平成13年）  

1・厚生労働省「賃金構造基本統計調査（平成15年度）により試算。  

乙22歳で就職、28歳で第一子出産、31歳で第二子を出産すると仮定。  

3・28歳で退職し、第二子出産後満6歳となった37歳で再就職すると仮定。   



年齢が高くなるほどパート・アルバイトと  

いった非正規の雇用者が増加  
男性の週60時間以上働く者の割合が増加  

雇用形態別雇用者比率（女性）  
％   
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15‾ 20－ 25－ 30－ 35－ 40－ 45－ 50－ 55－ 65－  
19  24  29  34  39  44  49  54  64  

歳  

口正社員ロハ○－ト・アルハいィトロ嘱託などその他  

総務省「就業構造基本調査」（平成14年）   

15－19 20－24 25－29 30－34 35－39 40－44 45－49 50－54 55－59 60－64 65一歳  

総務省「労働力調査」  

（注）休業者を除く従業員総数に占める数  



仕事と家庭の両立支援の現状  

育児休業を利用できたのに取得しなかった理由を見ると、  
男性では「自分以外に育児をする人がいたため」が、女  
性では「職場への迷惑がかかるため」が最も多い  

育児休業取得率  

Hll   H14   H16   H17  

女性   56．4  64．0  70．6  72．3  

男性   0．42  0．33  0．56  0．50  

自分以外に育児をする人がいたため  

駿場への迷惑がかかるため  

業務が繁忙であったため  

紺が苦し〈なるため   

朋が育児休業を取得しに〈い   

雰囲気であったため   

仕事にやりがいを感じていたため   

朋や仕事の変化に対応できな   

〈なると思ったため  

出世にひび〈と思ったため  

就業規則等に育児休業制度を規  

定している事業所の割合  

小学校就学の始期までの勤務時  

間短縮等の措置の普及率  

61．6％（平成17年度）  16．3％（平成17年度）  

紺青や家族からの反対があったため  

「子ども・子育て応援プラン」  

（目指すべき社会の姿）  

25％  

「子ども・子育て応援プラン」  

平成21年度までに100％  

ニッセイ基礎研究所「男性の育児休業取得に関する研究会報告書」（平成15年度）   

資料出所 厚生労働省「女性雇用管理基本調査」  



事業所規模別の状況  

資料出所厚生労働省「女性雇用管理基本調査」（平成17年度）  

③小学校就学の始期までの勤務時間短縮等の制度がある事業所  

の割合  

①育児休業取得率  

500人以上  
500人以上  

100～499人  100～499人  

30～99人  30～99人  

5～29人  5～29人  

②就業規則等に育児休業制度を規定している事業所の割合 ④就業規則等に子の看護休暇制度を規定している事業所の割合  

500人以上  500人以上  

100一〉499人  100～499人  

30′、一99人  30～99人  

5～29人  5～29人   



仕事と家庭の両立支援対策の概要  

育児・介護休業法等の施行  事業主への支援・取組促進  

妊娠・出産後の母性保護、母性  
健康管理  

次世代法に基づく事業主の取組  

推進  

保育ニーズヘの対応  

イ待機児童ゼロ作戦」の推進、延長保育や  
休日保育など多様な保育サービスの実施  

・放課後児童クラブの推進  

一急な保育ニーズへの対応として、「ファミ  

リー・サポートセンター」の設置促進  

・産前産後休業（産前6週、産後8週）  

・軽易な業務への転換、時間外労働・深  

夜業の制限  

・医師の指導等に基づき、通勤緩和、休憩、  
休業等の措置を事業主に義務づけ  

・妊娠・出産を理由とする解雇の禁止  

等  

・仕事と家庭を両立しやすい環境の整備等  

に関する行動計画の策定・届出  

（301人以上は義務、300人以下は努力義務）  

・計画に定めた目標の達成など、一定の基  
準を満たした企業を認定  

助成金を通じた事業主への支援  

育児等によりいったん離職した方  

への再就職・再就業支援  
・短時間勤務制度の導入など、両立支援に  
取り組む事業主へ各種助成金を支給  仕事と家庭を両立しやすい諸制  

度の整備  ■登録制による定期的な情報提供、個々の  
希望に応じた再就職プランの策定支援  

・「マザーズハローワーク」で、担当者制に  

よるきめ細かい相談等の支援  

・メンター紹介事業の実施や助成金の支給  

等による起業支援  

表彰等による事業主の意識醸成  

・子が1歳（一定の場合は1歳半）に達する  

までの育児休業等の権利を保障  

・子が3歳に達するまでの勤務時間の短縮  

等の措置を事業主に義務づけ  

一育児休業を取得したこと等を理由とする解  

雇その他の不利益取扱いの禁止  等  

・仕事と家庭のバランスに配慮した柔軟な  

働き方ができる企業を表彰（ファミリー・フレ  

ンドリー企業表彰）  

一両立のしやすさを点検・評価するための  

「両立指標」の開発・普及  

・行動計画など両立支援の取組を公表  

ー・、て1、、ニ＿・し′  「三こ＝‡7  

希望するものすべてが子育て等しながら安心して働くことができる社会の実現   



安心して妊娠■出産し、働き続けることができる環境整備のための諸制度  

・母性健康管理の措置義務（通院休暇、通勤緩和など）  

■妊娠・出産を理由とする解雇の禁止、不利益取扱いに対する行政指導  

・軽易業務への転換、時間外労働・深夜業の制限  

・産前産後休業（産前6週間・産後8週間）   

・産前産後休業中の解雇禁止  

・出産育児一時金（35万円）  

・出産手当金（標準報酬日額の3分の2）  

（健康保険）  

・育児休業（申出により1歳（保育所に入れない場合は1歳6ケ月）まで休業可能）  

・育児休業を理由とした不利益取扱いの禁止  

・仔傍仁彦婿ができるよラ彪力原発筈の努力嘉務  

児童手当  

（3歳未満）  

出生順位にカ  

・育児休業給付金  

（休業開始時賃金月額の40％）  

→10／1より50％ （雇用保険）  かわらず1  

円  

（3歳から小  

枝修了前）  

第1－2子 5  

小学校就学前までの  

・勤務時間短縮等の措置（短時間勤務、フレックスタイム制、始業・  
就業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免除、託児施設の設置運営  

その他便宜の供与）（3歳まで義務、β慶以願力義彦）  

■子の看護休暇制度（年5日）  

・時間外労働、深夜業の制限  

○待機児童ゼロ作戦  

○多様な保育サービスの充実   

t延長保育  

・休日保育  

・病児保育 など  

○放課後児童クラブ  

○ファミリー・サポートセンター  

円／第3子以  

降1万円  

扶養控除  

子1人につ  

き38万円  

（子が16～  

23歳の場  

合は63万  

円）の控除   

・ファミリーウレンドリー企業の普及促進（表彰）  

・長時間労働の是正  



企業の取組例   




